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概   要 

筆者らは応力よりも直接的に液状化を支配する物理量として累積損失エネルギーに着目し，それと直結す

る累積ひずみエネルギーを地震上昇エネルギーと比較することにより簡便に液状化判定できるエネルギー

法の手順を既に提示し，広範な地震動を対象とした適用例によりその有効性を示した。ここでは上昇エネ

ルギーが定量化できる本方法の特徴をさらに生かし，既提案法で液状化すると判定された各層にエネルギ

ーが均等に配分されると考えることで，複雑な有効応力動的応答解析に依らずとも，発生するせん断ひず

みだけでなくそれに直結した体積ひずみや地表沈下量が計算できる評価手順を開発した。これを上記エネ

ルギー法で既に検討した仮想均質地盤や既往液状化地盤に再度適用したところ，弱い層へのひずみの集中

化が評価されると共に実測値とほぼ整合する沈下量が簡便に計算できることが分かった。 
 
キーワード：液状化判定法，波動エネルギー，損失エネルギー，ひずみエネルギー，応力ひずみ履歴ループ  
 
 

 

はじめに 

 

エネルギーによる簡易液状化判定法は，現在定着して

いる応力法（FL 法）とは異なり地震動ごとの波形に対す

る調整パラメータを必要とせず，損失エネルギーのみで

液状化挙動を一意的に評価できるため，多岐にわたる地

震動へ広く適用できる手段として普及することが期待さ

れる。 

筆者らは既にエネルギーによる判定法を提案し，モデ

ル地盤に適用して FL 法と比較することによりその適用

性と特徴を調べた 1)。 すなわち，継続時間や卓越振動数

の異なる地震動を均質モデル地盤に入力し比較すると共

に，近年の地震で液状化した地盤モデルに近傍で観測さ

れた地震波を入力して実際の液状化挙動と対比した 2)。 

その結果，現行の FL 法と提案したエネルギー法は幾つ

かの代表的地震動について類似の判定結果を与え，ある

程度の整合性が確認できた。しかし，加速度が小さい割に

周期や継続時間が長くエネルギーが大きい，あるいはそ

の逆の特徴を持つ地震動では両者の差は大きくなり，FL

法での等価せん断応力振幅の補正ではそのギャップを調

整できなくなる場合があるのに対し，エネルギー法では

波形に依らず液状化挙動が再現できることが分かった。  

一般的にエネルギー法の基本原理は応力法と似て，地

盤各層の液状化エネルギー容量（損失エネルギーによる）

と供給エネルギー（地震波エネルギーによる）との大小関

係を比較することである。 

筆者らのエネルギー法 1) 2)では地震動による上昇波エネ

ルギーと地盤各層での液状化による損失エネルギーの評

価に幾つかの単純化を導入することにより直接対比する

ことを可能にしている 3)。また，地震動が決まっていなく

ても上昇波のエネルギーをマグニチュードや震源距離な

どから算定することにより 4) 5) 6) 液状化判定が行える点は

大きな長所である。しかし現状では両エネルギーの対比に

より，地層ごとの液状化（両振幅軸ひずみ 5%または両振

幅せん断ひずみ 7.5%で定義する初期液状化）の有無を判

定するまでに留まっている。 

ここではさらに，地盤へ供給される地震エネルギーの総

量が上昇波で規定できるという本エネルギー法の特徴を

生かし，既に提案したエネルギー法 1)で液状化すると判定

された各層に対する地震エネルギーの配分割合に単純な

ルールを導入することにより，液状化による発生ひずみ量

や沈下量まで算定できる方法を提案する。またその有効性

を調べるため，筆者らが既に報告してきた液状化判定事例

に再適用し，各層の発生ひずみを評価するとともに，それ

に基づいて地表沈下量を算定し，実測値との対比を行う。 
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エネルギー法での液状化評価手順 

 

発生ひずみ算定法の説明に入る前に，既提案のエネルギ

ーによる液状化評価（以下，1 次評価と称する）の手順を，

これまでに発表してきた論文 1)2)3)をベースに，最近新たに

加わった知見を加え以下に簡単に再整理する。 

 
2.1 評価手順の要約 

手順-1： 
対象地盤を標準貫入試験などの調査間隔に対応して

同一厚さ（H=1~2m 程度）の水平層に分割する。  
手順-2： 

応力法と同様に，各層についての N 値と Fc から繰返

し回数 Nc=20 回（または 15 回）の液状化応力比 RL20 (RL15)
を計算する。これから液状化発生(軸ひずみ𝜀𝜀��=5%で規

定)に対する基準化累積損失エネルギー∑Δ𝑊𝑊 𝑊𝑊�� （以下

では「損失エネルギー」とも略称）を最近行われた多数

の原位置コア採取試料についての液状化試験結果 7)の分

析に基づく次式のいずれかにより決定する 8)。  
∑Δ𝑊𝑊 𝑊𝑊�� � �𝜋𝜋��� � �� �   (1) 
∑Δ𝑊𝑊 𝑊𝑊�� � �𝜋𝜋��� � �� �   (2) 
ここに∑Δ𝑊𝑊は単位体積当たりの損失エネルギーで圧

力と同じ次元を持ち，有効拘束圧𝑊𝑊��で基準化すること

で無次元化している。なお，液状化挙動が応力履歴に関

わらずエネルギーでほぼ一意的に決まる 1)ことを前提と

すれば，RL20 による式(1)と RL15 による(2)は本来同じ損

失エネルギーを与えることになるはずである。 
手順-3： 

損失エネルギー∑Δ𝑊𝑊 𝑊𝑊�� を賄うために使われる基準

化累積ひずみエネルギー∑𝑊𝑊�∗ 𝑊𝑊�� （以下では「ひずみエ

ネルギー」とも略称）を 2.2 節（主要な式の根拠）の最

後で述べている通り次式により算定することとする。 
∑𝑊𝑊�∗ 𝑊𝑊�� �  � ∑Δ𝑊𝑊 𝑊𝑊��   (3) 

ここに∑𝑊𝑊�∗は上昇波エネルギーEu と対比すべきひずみ

エネルギーであり，その定義は文献 3)を参照されたい。 
手順-4： 

各層の有効上載圧𝑊𝑊��から有効拘束圧𝑊𝑊��を静止土圧係

数 K0 により𝑊𝑊�� � �� 𝐾𝐾��𝑊𝑊��で計算し，層の厚さ H
とともに(3)式に乗じて各層の∑𝑊𝑊�∗𝐻𝐻（単位平面積当た

りの液状化エネルギー容量）を算定する。 
手順-5： 

各層での上昇波エネルギーEu（単位平面積当たりのエ

ネルギー供給量）を計算する。そのため設計地震動によ

り等価線形 1 次元重複反射解析を行い，各層での上昇波

速度時刻歴 𝑢𝑢�と S 波インピーダンス𝜌𝜌𝜌𝜌�より地震主要動

の時間 0～t での時間積分により主要動終了時における

最終累積上昇エネルギーEufを次式で求める 1) 9) 10)。 

𝐸𝐸�� � 𝜌𝜌𝜌𝜌� � �𝑢𝑢� ���
� 𝑑𝑑𝑑𝑑   (4) 

あるいは，地点固有の設計地震動が与えられていない

場合には，地震基盤（地盤密度 ρ=2.7 t/m3，Vs=3000 m/s
に設定）での入射エネルギーEIP を以下の良く知られた

経験式で計算する 4) 5) 6)． 
𝐸𝐸�� � 𝐸𝐸����� �𝜋𝜋𝜋𝜋��

   
(5)

 𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙𝑙 𝐸𝐸����� � � �    (6) 

ここに式(5)は実体波のエネルギー放出中心からの球面

伝播を仮定して，単位面積当たりの波動エネルギーEIP

（kJ/m2）を全放出エネルギーETotal（kJ）と放出中心から

の等価震源距離 R（m）により求めるものである．ETotal

は，地震マグニチュード M から Gutenberg 11）の式(6)に
より計算される．また任意の層での上昇波エネルギーEu

と地震基盤の入射エネルギーEIP との比 β=Eu/EIP は，対

応する 2 層のインピーダンス𝜌𝜌𝜌𝜌�の比 αにより 

0.70  : 1.0      (7) 

で計算できる 5) 6)10)． 
手順-6： 

各層について液状化エネルギー容量 ∑𝑊𝑊�∗ 𝐻𝐻  と最終

累積上昇エネルギー 𝐸𝐸��  の比 ∑𝑊𝑊�∗ 𝐻𝐻 𝐸𝐸��   を計算し，

その値が小さい層ほど早く液状化し易いと考え，各層に

i=1, 2, 3, ---の番号付けをする。その順に各層の

∑𝑊𝑊�∗ 𝐻𝐻 𝐸𝐸�� の値を加え合わせ，その累計（累積エネル

ギー比と呼び AER と表す）∑ �∑𝑊𝑊�
∗ 𝐻𝐻 𝐸𝐸��� �� i が次式の

ように 1.0 に達するまでの層が液状化すると考える。 
∑ �∑𝑊𝑊�

∗ 𝐻𝐻 𝐸𝐸��� �� � � �𝐸𝐸𝜋𝜋 �   (8) 

つまり，地震上昇波エネルギーが液状化エネルギー容

量を賄える限界の層数までは液状化すると考える。  
すなわち，応力法（FL 法）の各層での FL 値とは異なり，

エネルギー法では各層でのエネルギー比 ∑𝑊𝑊�∗ 𝐻𝐻 𝐸𝐸��   に
より判定するのではなく，地盤に供給される上昇波エネル

ギーの総量を使ってエネルギー比の小さい層から順に液

状化してゆき，エネルギー比の累積値 ∑ �∑𝑊𝑊�
∗ 𝐻𝐻 𝐸𝐸��� �� �

が 100%までの範囲に入った層が液状化すると考えるため，

個々の層だけでなく全体の層構成が判定結果に関わって

くることになる点が大きな特徴である 1)。 
 
2.2 主要な式の根拠 

ここで上記手順で示した重要な式について，既発表論文

1) 2) 3)に最近得られた新たな知見を反映させながら，それら

の根拠を再確認しておく。 
まず液状化応力比RLより液状化損失エネルギー∑ΔW/σc'

を算定する式(1), (2)であるが，2011 年東北地方太平洋沖地

震後に土木研究所により行われた多数の様々な密度や粒

度，粘性，年代効果を有する現地ボーリングコア採取試料

の三軸液状化試験の総合報告書 7）のデータに基づいて谷

本・國生 8)により提案された式である。 
以前に國生 1）は液状化強度比が小さな緩い室内調整試

料砂の三軸液状化試験から，繰返し応力比 CSR（あるいは
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液状化までの繰返し回数 NL）の違いに関わらず損失エネ

ルギーと両振幅軸ひずみ𝜀𝜀��の間にはほぼ一意的関係が成

り立つことを示した。一方，上述のコア採取試料では液状

化強度比 RLが大きなものほど CSR が大きい（NLが小さい）

と特定の軸ひずみに達するためのエネルギーは小さくな

り，エネルギーによる液状化挙動の一意性が見られないこ

とが分かった 12）。そしてこの特徴は，繰返し三軸試験結果

で良く見られる軸ひずみが伸張側に偏って発生する現象

と相関があることが見出された 8)。それに対し，地盤が地

震時に SH 波を受ける場合の応力の再現性に優れた中空ね

じり繰返しせん断試験では，CSR（あるいは NL）に依らず

エネルギーの一意性がみられることも確認された 8)。 
そこで多数の原位置採取試料の三軸試験データに基づ

き，FL 法で通常選ばれる NL=20 回あるいは 15 回の応力比

CSR=RL に着目して∑𝛥𝛥𝛥𝛥 𝛥𝛥�� ～CSR 関係を指数関数で近似

し，CSR=RL20 または CSR=RL15 に対応する∑𝛥𝛥𝛥𝛥 𝛥𝛥�� を算定

したところ，RL20 または RL15 との間に図 1(a)(b)のようなほ

ぼ一意的関係が得られた 8)。このうち白抜きのプロットは

使用した全データでありコア採取試料特有のばらつきが

大きいが，そのうち試料の乱れが小さく均質性が高いなど

の観点から選別された塗りつぶしプロットについては細

粒分の違いに依らず特に一意性が高いことが分かる 8)。 
なお，図 1(a)の星印プロットは以前に行われた室内調整

砂のデータであり，破線で示す式 
∑𝛥𝛥𝛥𝛥 𝛥𝛥�� � ����� � �� �   (9) 

により RL20≦0.22 の範囲で近似できるとされた 1)。原位置

試料の選別データについてはこれと調和的ではあるがや

や大きめのエネルギーを与える傾向があり，室内調整試料

との整合性も考慮し係数値を 2.4→3.5 に調整して良い相

関（決定係数 R2=0.92）が得られる式(1)により近似するこ

ととした 8)。同様に CSR=RL15 に対応する液状化エネルギ

ー容量と NL=15 回の強度 RL15 の関係については図 1(b)の
ようにプロットされ，その相関式は式(2)のように得られる

（決定係数 R2=0.92）8)。 
次に式(3)の根拠について確認する。図 2(a)は典型的な三

軸液状化試験での応力ひずみ関係を例示している。載荷 1

 
図 2 液状化要素試験での損失エネルギーとひずみエネルギーの関連(a)，粘弾性体の繰返し載荷試験と波動伝播での理論エネル

ギー比の対比 3)(b)，原地盤コア採取試料の三軸試験 12)による∑ΔW/σc′と∑W－
*/σc′の関係（c) 

 
図 1 両振幅軸ひずみ εDA=5%に対応する繰返し応力比と基準化累積損失エネルギーの関係：(a) RL20 , (b) RL15 . 
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サイクルでの損失エネルギーΔW は図形 ABCDEA の面積

として次式で表される。 
�𝛥𝛥 � �����ABCDEA)   (10) 

この ΔW を賄うのはひずみエネルギーW であり，ΔW と W

の関係が必要となる。通常は例えば減衰定数 D の定義式

のように三角形 OBB'または ODD'の面積に対応した半サ

イクルの弾性ひずみエネルギーW を考えることが多い。   
D=ΔW/(4πW)     (11) 

ΔW が小さくそれを賄うひずみエネルギーW への影響が無

視できる範囲についてはこれで問題ないが，ΔW が図 2(a)
のように大きくなると 1サイクルでのひずみエネルギーW

は図形 BB'CDD'EA の内部面積で計算される 3)。このうち

前半 1/2 サイクルにおける面積 BB'C については損失せず

回収され後半 1/2 サイクルの面積 DD'E に充てられると解

釈できるため，1 サイクル中で ΔW を賄うのに必要なひず

みエネルギーを 2W－と表記すると，それは次式となる。 
2W－=Area(BB'CDD'EA)−Area(BB'C) 

=[(ΔW+Area(BB'CDD'EA)]/2  (12) 
したがって，式(10), (12)から損失エネルギーΔW と 2W－と

の比 ΔW/2W－が計算できる。 
一方，地盤を内部減衰定数 D の粘弾性体とした場合に 

1 次元波動伝播中の波動損失エネルギーΔE の上昇波エネ

ルギーEu に対するエネルギー比は次式で表される 3)。 
4/ 1 D

uE E e        (13) 
図 2(b)には式(13)による波動エネルギー比 ΔE/Eu と D の関

係を示すが，D≒0 では式(11)による ΔW/W=4πD と一致す

ることが分かる。また粘弾性体について式(10), (12)を用い

て計算した損失エネルギー比 ΔW/2W－と ΔE/Euは多少のズ

レはあるものの広い D の範囲でほぼ一致する 3)。これが本

エネルギー法で波動エネルギーとひずみエネルギーを比

較して液状化判定する理論的根拠となっている。 
図 2(c)は室内調整試料 3)と原位置採取試料 12）の三軸液

状化試験データを用いて ΔW と 2W－の各サイクルでの累

積値を式(10), (12)で計算して𝜎𝜎��で基準化し，∑𝛥𝛥𝛥𝛥 𝜎𝜎�� と

∑𝛥𝛥�∗ 𝜎𝜎�� を横軸と縦軸にプロットしている。その際， 
* 2 2W W        (14) 

により *W を新たに定義し直している。これは表層地盤

において Eu のうち実際に損失エネルギーに対応したひず

みエネルギー 2W を賄うことができるのは 50%として

いるためであり，詳細は文献 3)を参照願いたい。 
図 2(c)より両者の関係は室内調整試料のみならず多様

性に富んだ原位置試料（N1=0.9~11，Fc=1.1～99%，Ip=0~50）
についても相関性の高い比例関係となることが分かる。つ

まり，液状化による損失エネルギーとそれを賄うひずみエ

ネルギーの間に，1 サイクル毎の W , *W だけでなくそ

れらの累積値 W  , *W についても液状化の全過程を

通して一定の比例関係が成り立つことを意味している。室

内調整試料 3)では * 2.06 WW     ，原位置試料 12)で

は土質の多様性を反映し *W  (2.16 ~ 2.68) W  と

幅はあるが，いずれも 2 に近い比例定数が得られる。 
これより式(14)を考慮すると * 2W 2W W    と

なり，外部から供給するひずみエネルギー 2W と対応す

る損失エネルギー W はほぼ等値となる。つまり損失エ

ネルギーと外部供給エネルギーは液状化全過程を通じて

ほぼ 1：1 であることになる。さらにひずみエネルギーを

波動エネルギーと対比する際に，両者での載荷メカニズム

が同一ではないため図 2(b)のように / uE E と ΔW/2W－が

完全には一致しないことも考慮し，式(3)のように比例定数

を 2 と定めることとする。 
 

液状化層でのせん断ひずみ算定法 

 

前述の評価手順-6 の式(8)では上昇エネルギーの総量が

液状化による損失エネルギーを賄える限界までの層は液

状化するとしている。この際，液状化すると判定された層

については初期液状化条件（γDA=7.5%）に対応した損失エ

 

図 3  損失エネルギーと発生ひずみの関係: (a) 3 種類の Drの砂の正弦波三軸試験, 

 (b) Dr =50%の砂の正弦波と地震波による中空ねじりせん断試験 
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ネルギー W を液状化するためのエネルギーの所要量

と考え，上昇エネルギー総量 Eu により最大限液状化させ

られる層の範囲を評価していることになる。 

繰返しになるが，本エネルギー法の特長は地震上昇波に

よりサイト地盤に供給される上昇エネルギーの総量が決

められる点である。この長所をさらに生かす方法として，

損失エネルギー W と発生する両振幅最大せん断ひず

み γDAmaxの関係を使い，各液状化層での発生ひずみを評価

することが考えられる。 

図 3(a)には目標相対密度 Dr≒30, 50, 70%の室内調整砂に

ついて正弦波載荷の三軸液状化試験による cW  と

𝜀𝜀�����の関係 1)を示す。これより損失エネルギーと両振幅

最大ひずみの間には目標 Dr の設定誤差によるバラツキは

あるが，同じ密度の砂であれば振幅・繰返し回数に依らず

ほぼ一意的関係が成り立つというエネルギー法のメリッ

トが明瞭に読み取れる。また図 3(b)は Dr≒50%の室内調整

砂の中空単純せん断液状化試験による正弦波・不規則波載

荷での cW  と𝛾𝛾�����の関係 13)であり不規則波では正

弦波よりバラツキが大きいが，工学的には同一の関係とし

て近似可能と思われる 13)。そして両図共に損失エネルギー

cW  と発生ひずみの間には多少の非線形性はあるも

のの，実用的には図中に記入した矢印の帯のように比例関

係で近似できることも分かる。 

勿論，通常の室内要素実験で達成できるひずみには限界

があり，このような比例関係がどの程度の大ひずみまで当

てはまるかは室内試験法自体の問題点も含め今後の検証

課題であるが，今回はひずみの大きさに関わらず単純な比

例関係を仮定している。 

液状化層が単一の場合には図 3 のような関係により

cW  から maxDA または maxDA が算定可能であるこ

とは容易に分かる。いっぽう液状化層が複数ある地盤条件

では，各層への上昇エネルギーの分配量は地盤条件と地震

条件により大幅に変動すると考えられる。その評価のため

には液状化の発生過程を組み込んだ信頼性の高い有効応

力動的解析を異なるサイト・地震動ごとに行う必要がある

が，それでは簡易評価法では無くなってしまう。ここでは

それに代わる第一近似として，前述の 1 次評価により液状

化するとされた複数の層の間で上昇エネルギーが均等配

分されると仮定し，以下の 2 次評価によりひずみ発生量を

算定することを考える。この配分割合は地盤や地震動に依

存して実際は変動するため，ここで設定したエネルギーの

各層均等配分方式はあくまで第一次近似ではあるが，これ

により 1 次評価より実現象に近づくことは期待できよう。 

手順-7： 

手順-6 で液状化すると判定された層（総数 m）のみを

対象にして，基盤での波動エネルギーEuf が Euf/m ずつ均

等に分割されて上昇し，第 i 層には (Euf)i/m が到達する

と考える。 

手順-8： 

損失エネルギーΣΔW と最大両振幅ひずみ γDAmax の間

には図 3 に示すように振幅・波形などに依らずほぼ一意

的比例関係があり，さらに図 2 (c)により ΣΔW とひずみ

エネルギーΣW−
*の比例関係も成り立つ。したがって，第

i 層での最大両振幅ひずみ (γDAmax)i はその層への上昇エ

ネルギー(Euf)i/m と初期液状化（γDA=7.5%）に対応したエ

ネルギー容量 Σ(W−
*H)i を用いて次式で算定できる。 

(γDAmax)i=7.5%×(Euf)i/m/Σ(W−
*H)i  (15)

 
地盤沈下量の評価 

 

液状化する各層ごとに発生最大せん断ひずみ γmax が算

定できれば，γmaxと体積ひずみ εvの関係を用いて各層での

体積ひずみを計算することができる。γmax～εv 関係として

は，細粒分を含まない富士川砂の再調整試料について不規

則地震波形による繰返し単純せん断試験の結果をまとめ

た Ishihara & Yoshimine の設計用チャート 14)が良く知られ

ている。他にも，龍岡ら 15)の浅間山砂再調整試料のねじり

せん断試験による結果や，國生ら 16)による豊浦砂や成田洪

積不撹乱砂の三軸試験結果などがあるが，原地盤から採取

した不撹乱試料についてのデータは極めて限られている。 

ここでは土木研究所が東北地方太平洋地震後に行った

多くの沖積・盛土・埋立地盤で原地盤でのボーリング孔か

ら採取したコア試料の正弦波による応力制御三軸液状化

試験 7）に基づいて，繰返し載荷最終サイクルでの最大両振

幅軸ひずみ εDAと試験後の圧密排水量から求めた体積ひず

み εvの関係を整理した。 
報告書 7）に載せられた 52 試料 227 供試体の試験データ

は多地点の種々の深度に対応しており，同一深度の採取試

料から切り分けた 3~5 供試体について原位置と同じ拘束

圧条件で異なる繰返し応力比の液状化試験が行われてい

る。繰返し載荷は両振幅軸ひずみ εDAmax=10%または載荷回

数 Nc=500 回を上限として行われた。関連する物理定数や

直近で行われた標準貫入試験データも備わっている 7）。 
これらのデータについてまず液状化可能性の観点から， 

i) 液状化判定基準類で採用されている IP<15，Cc<10%に該

当しない， ii)粘性土に近い乾燥密度 ρd<1.0 t/m3， iii) 載
荷繰返し数 Nc>250 でも εDA≈10%に到達しないもの，を削

除し 121 データに絞った。さらに， iv) 標準貫入試験 N
値測定時のサンプラー採取試料と直近同一深度のコア採

取試料の間で細粒分含有率 Fc の違いが過大（±20%以上）

で同一土質と見なせないもの 8)， v) 三軸繰返し載荷での

圧縮と伸張のひずみ比が 1:20 より過度に伸張側へ偏りが



688

國生

國生 

 6 

あり体積ひずみがその影響を受ける可能性のあるもの， 

vi) 同一試料から切り分けた供試体相互間での物理特性が

過度に隔たるもの， vii) Fcが大きいものほど N1値が低下

する全体的傾向から大きく外れるもの，について除外した

結果，最終的に信頼性が比較的高い 66 データが選ばれた。

この段階での主要パラメータの範囲は N1=0~23，Fc=1~97%，

礫分含有率 Gc=0~57%，塑性指数 Ip=0~11 であった。 

これらの原位置採取試料についてはまず，室内調整砂に

ついて図 3 で示したような損失エネルギー W と発生

ひずみ γDAmaxの間のほぼ線形的な関係が成り立つかが問題

となる。図 4(a)にはその代表例として基準化 N 値 N1=3.2，

RL20=0.190 の沖積砂試料の 4 段階の繰返し応力比による

W ～γDAmax関係を例示している。図 3(a)と比較すると，

原位置試料の不均一性によるバラツキは見られるものの，

Dr=70%程度の室内調整砂にほぼ対応した関係となってお

り，比例関係で近似できると見ることができよう。勿論，

密度・細粒分・塑性などについて極めて多様性のある原位

置試料についての三軸試験結果は幅広く変化するが，液状

化し易い緩い砂質土以外は γDAmaxに対する W が非常に

大きくなるため 12)，線形近似が液状化予測結果に与える影

響は小さいと考えられる。 

以上の前提の下で，片振幅せん断ひずみ γmax=10%つまり

両振幅せん断ひずみ γDAmax=20%（ポアソン比 ν=0.5 として

両振幅軸ひずみ maxDA  𝛾𝛾����� � � �� =13.33%）に対応

した体積ひずみ�𝜀𝜀�����������を両者の比例関係を仮定

して計算した。ここで γDAmax=20%つまり γmax=10%に着目し

た理由は，Ishihara & Yoshimine の研究 14)に基づいている。

すなわち図 4(b)のようにハッチングで概念的に示したプ

ロット範囲は εv が γmax に対しほぼ比例的に増加し，

γmax=10%付近で一定となる関係が示されており，それが設

計実務でも使われていることによる。 

体積ひずみ�𝜀𝜀�����������は種々の土質定数に支配さ

れると考えられるが，その中から通常の標準貫入試験で容

易に求められるものとして，基準化 N 値 N1，細粒分含有

率 Fc (%)，礫分含有率 Gc (%)に着目し，これら 3 変数によ

る体積ひずみの重相関分析を行い次式が得られた。 
�𝜀𝜀����������� � 
�  � �� �  � �� �  � �� (16) 

なお，�𝜀𝜀�����������，Fc，Gc は供試体個別の測定値であ

るが，N1 については 1 供試体ごとに直近の同一深度で計

測された共通の値を使っている。右辺の 3 変数のうち，通

常の砂質地盤での液状化問題で関りが大きいのは N1 と Fc

であり，Gcはその係数が 0.0290 で Fcの係数 0.0120 より大

きいものの少数の礫質地盤を除いては Gc 自体の値が小さ

いことが多いため実質的影響は小さいと考えられる。実際，

今回の 66 データ中 Gc>10%は 10 データのみで 41 データ

は Gc =0%であった。式(16)の決定係数は R2=0.458 であり

決して高くはないが，原地盤の不均質性を考慮すればやむ

を得ないと言えよう。 

 
図 4  原地盤コア試料三軸液状化試験結果：(a)損失エネルギーと両振幅最大軸ひずみの関係例， 

(b)基準化した液状化体積ひずみ εv/εvmaxと両振幅最大せん断ひずみ γDAmaxの概念的関係， 

(c) 液状化体積ひずみ εvと標準貫入試験 N1値，細粒分含有率 Fc との関係 
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図 4(c)には体積ひずみ�𝜀𝜀�����������を縦軸にとり，横

軸に N1 と Fcをとった 3 次元グラフを示す。同図には 3 次

元プロットを v ～N1 平面に投影した 2 次元グラフも示す

が，N1 の減少によって体積ひずみが増加する傾向は明瞭で

ある。同平面上に示す星印を結んだ曲線は，Ishihara & 

Yoshimine の設計チャート 14)に基づく γmax= 10%（γDAmax= 

20%）の条件での Fc=0 のクリーンサンドについての体積

ひずみと N1 値の関係であるが，広範な Fc値を持つ今回の

データのプロットと傾向的には整合していることが見て

とれる。また，Fcの違いによる体積ひずみ v の変化傾向も

2 次元 v ～Fc 平面で読み取れ，Fc が比較的小さい範囲で

は同じ Fc 値に対して𝜀𝜀�は N1 値に依存した広い幅を取るが，

Fc が 50%程度より大きい範囲では Fc が大きいほど増加す

る傾向が顕在化してくると解釈できる。 

原地盤採取試料によるこの実験式と γmax～εv 関係を使い，

以下の手順で液状化による水平地盤の液状化沈下量が評

価可能となる。 
手順-9： 

体積ひずみ εv～最大せん断ひずみ γmax 関係を Ishihara 
& Yoshimine 14)に倣って単純化し，εvが両振幅せん断ひず

み γDAmaxに比例して増加し γDAmax ≥20%（片振幅せん断ひ

ずみ γmax≥10%）で一定となる次式を用いて各層の体積ひ

ずみを計算する。ここに(εv)γDAmax=20%は γDAmax=20%に対す

る体積ひずみであり，多岐にわたる土質条件について式

(16)により算定できる。 
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手順-10： 
液状化層 i の層厚 H と体積ひずみ (εv)i より計算され

る沈下量 H× (εv)i を合計し次式で地表沈下量を算定する。 
S=∑ [H× (εv)i]    (18) 
 
各種地盤での発生ひずみ・沈下量の評価 

 

以下では筆者らの既発表論文で対象とした液状化判定

事例 1) 2) 18)について上記の手順を適用して液状化可能性を

再評価し，引き続き液状化層での発生せん断ひずみと沈下

量を算定する。このうち，液状化による地盤沈下が生じた

事例については実測値との対比を試みる。 

 

 
図 5  均質砂地盤条件(a)，入力加速度波(b)と上昇波エネルギー(c) 

 

表 1  均質砂地盤でのエネルギー法液状化予測（応力法と対比）と発生ひずみ・沈下量算定結果 
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時間  (s)

実実時時間間波波形形 (RT）） ½時時間間圧圧縮縮波波形形 (RT/2））

(b)

(c)

E u f

（ｋJ/m2)

W- * H
/E uf AER 液状化

発生順

E uf /m
m =4

（（ｋｋJ/m2)

γ DAmax

(%)

(ε v )20%

(%)
ε v  × H

(cm)
E uf

（kJ/m2)

W- * H
/E uf AER 液状化

発生順

E uf /m
m =1

（（kJ/m2)

γ DAmax

(%)
(ε v)20%

(%)
ε v  × H
(cm)

2-4 L2 0.191 0.188 0.85 0.182 1.05 0.0372 0.0841 4.94 39.7 0.110 0.110 ① 99..99 1177..00 33..4400 55..7799 5.42 0.81 0.81 ① 55..4422 99..33 33..4400 33..1166

4-6 L3 0.191 0.222 0.72 0.194 0.99 0.0372 0.0841 6.92 40.0 0.153 0.263 ② 1100..00 1122..22 33..4400 44..1166 5.57 1.10 1.90 ×× ×× ×× 33..4400 ××

6-8 L4 0.191 0.234 0.68 0.205 0.93 0.0372 0.0841 8.90 41.4 0.190 0.454 ③ 1100..33 99..99 33..4400 33..3355 5.83 1.35 3.26 ×× ×× ×× 33..4400 ××

8-10 L5 0.191 0.233 0.68 0.211 0.91 0.0372 0.0841 10.87 43.1 0.223 0.677 ④ 1100..88 88..44 33..4400 22..8855 6.02 1.60 4.85 ×× ×× ×× 33..4400 ××

地地表表
沈沈下下量量

1166..22
地地表表

沈沈下下量量
33..22注：エネルギー法でのΔW, W- *の和記号∑は省略。

沈沈下下量量評評価価

RT-波形 RT/2-波形

W- * H
（ｋJ/m2)

ひひずずみみ評評価価
（（液液状状化化可可能能性性

22次次評評価価））

ひひずずみみ評評価価
（（液液状状化化可可能能性性

22次次評評価価））
層名

深度

(m)
R L 20

τ d /
σ c '.

ΔW /σc' W- * /σc'L
τmax /
σv'.

FL
r n =0.65
M =7.5

沈沈下下量量評評価価

応力法（FL法） エネルギー法（H =2 m)

RT-波形 RT/2-波形

L
τ

max /
σ v'.

FL
r n =0.8
M =9.0

液状化可能性評価 1次評価 液状化可能性評価 (1次評価）

WT=GL‐2 m
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5.1 均質地盤 

はじめに，基準化 N 値 N1=8.0, 細粒分含有率 Fc=0%の

均質モデル地盤に東北太平洋地震（M=9.0）の K-NET 浦安

EW 波を地表面から入力したケース 1)を再度取り上げる。

図 5(a)に示すように，基盤上に載る厚さ 10m の砂層を厚さ

H=2m ずつの L1～L5 に分割し，地表に図 5(b)の実時間波

形（RT）と加速度振幅は変えず時間軸を 1/2 に圧縮した波

形（RT/2）の 2 種類を入力し，等価線形重複反射解析によ

り各層での地震時せん断応力と図 5(c)に示す上昇エネル

ギーを計算している。 

表 1 には前論文での応力法の評価結果 1)との比較を含む

エネルギー法による評価結果を示している。まず各層の N1 

値と Fc=0%より初期液状化に対応した液状化強度比 RL20

を道路橋示方書の式 17）により計算し，それに対応する損

失エネルギー∑ΔW/σc'については，今回は前論文 1)で用い

た室内調整試料による式(9)とは異なり原位置採取試料か

ら誘導した式 (1)により決定した。ひずみエネルギー   

∑W－
*/σc'については前論文から見直した式(3)により損失

エネルギー∑ΔW/σc'から決定した。 

地下水面以深の L2～L5 の判定結果を表 1 左寄りの応力

法（FL 法）の欄と右側のエネルギー法の液状化可能性 1 次

評価の欄に RT と RT/2 入力に分けて示している。実時間

地震波の RT 入力では，FL 法（M=9.0 に対応した地震時せ

ん断応力低減率 rn=0.80 を使用 1））とエネルギー法で液状

化すると判定された層（表 1 の陰影部分）は整合している。

一方 RT/2 入力では，FL 法では M=7.5 の地震に対応した

rn=0.651）を使用しても液状化する層は RT 入力と大きくは

変わらないのに対し，エネルギー法では図 5(c)から分かる

ように上昇エネルギーが 1/8 ほどに激減することにより液

状化が浅部 L2 層のみに限定される。このようにエネルギ

ー法では応力法に比べて地震波のエネルギーや振動数成

分の違いを反映し易い点が特徴である。これらのエネルギ

ー法の結果には本論文では前論文 1)と異なり新たに式(1)，

式(3)の見直しが反映されたにも関わらず，前論文 1)とほぼ

同じ知見が得られたことになる。 

この結果を引き継いで，各層で発生する両振幅最大せん

断ひずみ γDAmax を計算し，表 1 のエネルギー法の RT・RT/2

波形それぞれのひずみ評価欄に太字で示している。1 次評

価で L2～L5 の 4 層が液状化するとの結果となった RT 波

形の場合には，手順-7 において m=4 とした上昇エネルギ

ー(Euf)i/4 を使い，式(15)により各層の最大発生ひずみ γDAmax

が計算される。その結果，液状化順位の高い層①では γDAmax 

=17.0%の大きなひずみが発生するのに対し順位の低い層

④では γDAmax =8.4%と違いが現われる。つまり手順-6 まで

の 1 次評価に比べ，手順-7 以降の 2 次評価では液状化順位

の高い層でひずみが集中的に成長する傾向となる。これに

より層ごとの液状化の激しさの差異が評価できる。 

RT/2 波形の場合は 1 次評価での液状化は L2 層に絞られ

ているため（m=1），全上昇エネルギーは単一層のみで使わ

れ，複数層へのエネルギー配分の仮定なしに式(15)を使っ

て γDAmax =9.3%のひずみ発生量が決まることになる。 

次に，手順-7, 8 で計算された最大せん断ひずみから液状

化による地表面沈下を手順-9, 10 により算出した結果を表

1 の RT と RT/2 の沈下量評価欄にそれぞれ示す。まず式

(16)により N1=8, Fc=0%, Gc=0%と設定することにより両振

幅最大せん断ひずみ γDAmax=20%に対する体積ひずみ（上限

値）が�𝜀𝜀�����������=3.4%と計算される。さらに式(17)に

より各層の最大せん断ひずみ γDAmaxから体積ひずみ εvが計

算され，この地盤モデルでの層厚 H=2m を使って式(18)で

沈下量が計算される。RT 波形と RT/2 波形についてそれぞ

れ S=16.2 cm と 3.2 cm となり，同じ加速度の波形でありな

がら周期成分や上昇エネルギーの違いにより沈下量に大

きな差異が生じるとの結果が得られる。 

 
5.2 浦安市高洲小学校 

次に，既に文献 2)で検討対象とした千葉県浦安市の高洲

小学校地盤が 2011 年東北地方太平洋沖地震で図 6(a)の写

真のように大量の噴砂を伴い激しく液状化した事例につ

いて，引き続き発生ひずみや沈下量を計算する。 

この地点は表 2のようにGL.-43.7m の礫質工学基盤上の

陸上埋立層（B1・B2），浚渫埋立層（F），沖積層（As・Ac）

などからなり，そのうち GL.-1.5m の地下水面から GL.-

16.0m までが液状化検討対象とされ，表 3 のように厚さ

H=1.0m の等厚に分割しモデル化されている。細粒分が非

常に多い層も含むが，大量の噴砂（細粒分を含む）がすべ

て非塑性であったことから非塑性（NP）と仮定している 2)。

まず各層の RL20を N1値と細粒分含有率 Fcより道路橋示方

書の式 17)により算定し，さらに損失エネルギー∑ΔW/σc'と

ひずみエネルギー∑W−*/σc'は式(1)と式(3)を使って RL20 よ

り算定した。 

この地点の GL.-14m に東京大学地震研究所が設置した

地中地震計の加速度記録（図 6(b)）を入力して等価線形重

複反射解析を行い，各層での地震時せん断応力と図 6(c)に

示す上昇エネルギーを計算した 2)。これらより応力法とエ

ネルギー法での液状化判定を行い，応力法（応力低減係数

rn=0.80）については前論文の結果と同一であるため割愛す

るが，GL.7～8m の 1 層を除きほぼ全層が FL<1.0 で液状化

する結果が得られている 2)。 

エネルギー法については本論文では原位置試料データ

に基づき式(1)と式(3)を見直したため，表 3 の 1 次評価欄
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に陰影をつけて示すように液状化する層（AER≤1.0）の数

は前論文 2)の 12 層（①~⑫）から 11 層（①～⑪）に絞られ

る結果となった。 

これ以降の発生ひずみ評価（2 次評価）結果を表 3 の右

寄りに太字で示す。上記の手順 7)にしたがい m=11 として

各層に上昇する(Euf)i /11 のエネルギーがその層ですべて使

われると考えると，式(15)により γDAmaxが計算される。AER

の小さい順に①～⑥は 1 次評価で設定した 7.5%を超える

ひずみが発生し，⑦～⑪については 7.5%を下回り初期液

状化に達しないこととなる。つまり 1 次評価で液状化する

とされた 11 層から，2 次評価ではひずみが集中化して陰

影をつけた 6 層に液状化発生層が絞られる結果となる。特

に⑥層については 60%に近い両振幅最大せん断ひずみが

発生することになり，これは通常の室内要素試験で達成で

きる範囲を超えている。今後さらなる実証研究は必要であ

るが，現時点では，室内試験と異なる原位置の条件下では

このような可能性もありうると考えている。 

次に沈下量を計算するために，1 次評価で液状化すると

された層について式(17)により最大せん断ひずみ γDAmax か

ら体積ひずみ εv を計算する。その際に γDAmax=20%に対応

した体積ひずみ(εv)γDAmax=20%が必要となり，式(16)により N1, 

Fc（礫分含有率については Gc=0）から計算した値が表 3 の

沈下量評価欄に示されている。特に①層では γDAmax が 20%

の上限を超えているため，式(17)にしたがい式(16)で計算

される体積ひずみ上限値 εv=(εv)γDAmax=20%を使い，②～⑤層

については式(17)の比例関係を使って εvが算出される。な

お γDAmax<7.5%で初期液状化に達しない⑥～⑪層でも同様

にして 1%内外の小さい値ながら体積ひずみが算定され，

 
 

表 3  浦安市高洲小学校地盤でのエネルギー法による液状化予測と発生ひずみ・沈下量算定結果 

 

図 6  浦安市高洲小学校の液状化写真(a)と入力加速度波(b)，上昇波エネルギー時刻歴(c) 

表 2  浦安市高洲小学校の地盤条件 
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無視できる値ではないためそれを含めて式(18)により地表

沈下量を計算している。その結果，S=24.8 cm の地表沈下

が生じる計算結果となる。 
図 6(a)の上部には筆者らが地震調査の際に撮影した杭

支持の高洲小学校校舎（RC 造）入口段差の写真を示すが，

これからは約 40cm の地盤沈下が読み取れる。ただし小学

校校庭では厚さ 10cm 前後の非塑性細粒分に富む著しい噴

砂があったことを考慮すると，この計算で対象としている

地震時繰返し載荷によるダイレイタンシーに起因した沈

下量としてはほぼ妥当な値と言えよう。 
 
5.3 浦安市舞浜二丁目 

同じ 2011 年東北地方太平洋沖地震で噴砂や地盤沈下が

生じた千葉県浦安市舞浜二丁目の液状化事例について，東

野・國生 18)はエネルギー法（1 次評価）の適用性を調べて

いる。ここではこの事例を再度取り上げ，発生せん断ひず

み，地盤沈下量までを計算する。 

この地点は表 4 のように GL-51 m の礫層工学基盤上の

埋立層（B），浚渫埋立層（Rc・Rs），沖積砂層（As：下部

はシルト質），沖積粘土層（Ac1, Ac2）からなるが，そのう

ち地下水面（GL.-3.1m）以深で液状化の検討対象となる砂

質部分のみをあらかじめ選定し，ほぼ H=1m の層厚で分割

し表 5 のようにモデル化している 18)。ここでは代表的地層

について現地でのボーリング孔からチューブサンプリン

グしたコア採取試料について三軸液状化試験が実施され

ており 7)，液状化強度比 RL20 については試験結果から直接

決定し，試験結果がない層については隣接する深度の試験

結果を採用している 18)。損失エネルギー∑ΔW/σc'とひずみ

エネルギー∑W-*/σc'についても原論文 18)では試験結果より

直接算定しているが，本論文では前記の手順-2, 3 に則り

RL20 より式(1), (3)を使って決めることとする。 

上昇波エネルギーは K-NET 浦安 EW 記録を工学基盤ま

で引戻した図 7(a)に示す加速度波形を本地盤モデルの基

盤から入力し，等価線形重複反射解析結果より図 7(b)に示

すように各層での Euf を計算している 18)。1 次評価によっ

て，表 5 に陰影をつけた AER≤1.0 の 5 つの層（①～⑤）が

液状化するとの原論文 18)とほぼ同様の結果になった。 

一方，応力法については道路橋示方書の基準 17)にしたが

い，同じ等価線形解析から算出した地震時せん断応力比

L=τmax/σv'と R=CwRL20（係数 Cw=1.0）により算出した FL=R/L

を同表に示し比較している 18)。陰影をつけた FL<1.0 の液

状化範囲はエネルギー法に比べて As 層の最上層に限定さ

れた結果となった。しかしここでは道路橋基準の地震動特

性による補正係数 Cw=1.0（応力低減係数 rn=0.65 に対応）

を使っている。前出の表 3 と同様に M=9.0 の地震に対す

る rn=0.8 を用いた場合には表中の L が 0.8/0.65=1.23 倍に

なるため，上部の RS 層もほぼ液状化する範囲となり，次

に述べるエネルギー法に近い結果となる。 

ここからエネルギー法の手順-7 に入り，m=5 として各層

に上昇するエネルギー(Euf)i /5 がその層ですべて使われる

と考えると，式(16)により 5 層で発生する最大せん断ひず

み γDAmax はそれぞれ表 5 右寄りのひずみ評価欄の値とな

る。AER の小さい順に①～④の層では 1 次評価で設定した

7.5%を超えて特に①～③では非常に大きなせん断ひずみ

が発生し，また⑤については 7.5%を下回り初期液状化に

達しない。つまり 2 次評価では液状化層が 4 層に絞られ，

Rs 層と As 層最上部には激しいひずみが生じる。 

 

表 4  浦安市舞浜二丁目の地盤条件 

図 7  入力加速度波(a)と上昇波エネルギー時刻歴(b) 
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平ら 19)は浦安市舞浜三丁目において採取したボーリン

グコア（GL-2m～13m）に対して X 線 CT スキャン解析を

行い，GL-6.15～-8.85 m の浚渫埋立層でラミナー構造が消

失し液状化したことを確認している。本調査点から 450m

ほど離れているため深度の正確な対比はできないが，Rs層

が液状化したとの評価結果を裏付けるものと言えよう 18)。 

さらに手順-9，10 によりここで算出された地震時最大両

振幅ひずみ γDAmax (%) を用いて沈下量を計算する。その際

の体積ひずみ𝜀𝜀�としては，①～③層で γDAmax が 20%の上限

を超えているため式(16)の上限値を使う。それ以外の 2 次

評価で初期液状化に達しないこととなった⑤層も含めて

式(17)で算定し式(18)により地表沈下量を計算し表 5 のよ

うに S=11.8 cm が得られる。 

この地点の地表沈下量は近傍の先端支持杭基礎の抜上

がり量から 15～17cm が報告されている 7）。ここでも数 cm

の噴砂が生じていたことが同じ文献の写真から読み取れ，

これを考慮すると地表沈下量の計算値は実測値とほぼ整

合していると判断できよう。 

 
まとめ 

 

筆者らが既に発表したエネルギーに基づく液状化評価

法ではサイト地盤に供給される地震上昇エネルギーの総

量が定量化できるが，その特長を生かし本論文では液状化

層での発生ひずみと地盤沈下量が簡便に評価可能な計算

手順を以下のように組み立てた。 

(1) 既に提案したエネルギー法の 1 次評価の手順-1～6 で

液状化すると判定された各層を対象に上昇波エネルギ

ーが均等に配分されると仮定することにより，各層で

発生する最大せん断ひずみを算出する 2 次評価手順-7, 

8 を考えた。この際，損失エネルギーとせん断ひずみは

ほぼ比例関係にあり，振幅・繰返し回数・波形に依ら

ず一意的であるとのエネルギー法の特長を利用してい

る。これにより上昇波エネルギーから，各層の液状化

可能性のみならず発生ひずみの大小を通じて液状化の

激しさまで簡便に評価できる。 

(2) 2 次評価で得られた各層の最大せん断ひずみから液状

化に伴う体積ひずみ εv を計算し，それらを深さ方向に

積分することで地表沈下量 Sを算定する評価手法-9, 10

を提示した。 

(3) 原地盤の沈下量評価に適用可能な最大せん断ひずみ

γDAmax～体積ひずみ εv関係を得るため，多地点で採取し

たコア試料の三軸液状化試験（土木研究所が東日本大

震災以降に実施）から多数の γDAmax～εv 関係を整理し，

液状化後体積ひずみを基準化 N 値 N1，細粒分含有率 Fc

などから算定する式を導出し沈下量評価に用いた。 

以上の評価法を用いて筆者らが既に検討した 3 ケース

の地盤を再度取り上げ，液状化判定における応力法に対す

るエネルギー法の特徴を最新の知見を反映して再確認し，

引き続き液状化に伴うひずみと沈下量の計算を行い，以下

の知見を得た。 

(4) 2 次評価の手順-7, 8 においては，手順-6 の 1 次評価で

選ばれた液状化発生層のうち発生順位が高く弱い層に

集中的に大きなひずみが発生する一方で，順位が低く

比較的強い層では γDAmax<7.5%となって初期液状化に

達せず，液状化範囲が絞られる傾向となる。 

(5) これは，1 次評価では γDAmax=7.5%に対応したひずみエ

ネルギーを用い上昇エネルギー総量で液状化させうる

範囲の上限を決めていたのに対し，2 次評価では全て

の液状化層に上昇エネルギーを均等配分することで弱

い層には発生ひずみ 7.5%を遥かに超えてエネルギー

が配分され，強い層ではその逆となるためである。こ

の配分割合は地盤や地震動に依存して実際は変動する

ためあくまで第一次近似ではあるが， これにより 1 次

表 5  浦安市舞浜二丁目でのエネルギー法による液状化予測（応力法と対比）と発生ひずみ・沈下量算定結果 
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液状化評価より実現象に近づくことは期待できる。 

(6) 同じ地震波を加速度は変えずに実時間(RT)と 1/2 圧縮

時間(RT/2)で仮想均質地盤に入力した場合，上昇エネ

ルギーは 8：1 ほどの違いとなり， RT に比べ RT/2 で

は液状化範囲や発生ひずみは極めて絞られ，同じ最大

加速度にも関わらず沈下量も 1/5 程度と評価される。 

(7) 東日本大震災の際に激しい液状化を起こした浦安市高

洲小学校では，液状化層が 1 次評価の 11 層から 2 次評

価では 6 層に絞られ，最大 60%程度の両振幅せん断ひ

ずみと 25 cm の地表沈下量が計算される。同じく舞浜

二丁目では液状化層が 1 次評価の 5 層から 2 次評価で

は 4 層に絞られ，最大 40%の両振幅せん断ひずみと 12 

cm の地表沈下量が計算される。 

(8) 上記２地点での実測の地表沈下量は近傍の先端支持杭

基礎の抜上がり量からそれぞれ約 40 cm と 15~17 cm で

あったが，前者では 10cm 前後，後者では数 cm の噴砂

が地表を広く覆っていた。上記計算値にこれらの噴砂

厚さを加算することで，本評価法により実測沈下量が

ある程度再現できることが確認できたと言えよう。 
今後さらに事例適用の積み重ねは必要とされるが，エネ

ルギー法の特徴を生かし，複雑な有効応力動的応答解析に

よらなくても液状化地盤での液状化の可能性と発生ひず

み・沈下量が手順-1～6 の 1 次評価と手順-7～10 の 2 次評

価により簡便に求められる手法が示された。 
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Abstract 
Energy-Based Method (EBM) for liquefaction potential evaluation was previously proposed, wherein the total energy 
demand at a site is determined by upward wave energy.  To make the most of the EBM already developed (the first 
stage evaluation), additional steps have been proposed to evaluate the liquefaction-induced strain and associated soil 
settlement using given earthquake wave energy by introducing a simple assumption that the wave energy is equally 
shared among the liquefied layers already selected in the first stage.  By applying this to a uniform sand layer as well 
as case history sites, it has been found that the two-stage evaluation tends to calculate much higher liquefaction-induced 
strains than 7.5% in a smaller number of layers than the first stage.  Furthermore, soil subsidence at the case history 
site has been calculated using a robust correlation of volumetric strain versus shear strain based on database of various 
intact soils.  The ground surface subsidence thus calculated is found to be agreeable with post-earthquake observation 
at the same site.  Thus, the newly developed two-stage EBM of liquefaction evaluation can predict not only the 
possibility of liquefaction but also the maximum induced strain in individual liquefied layers, and associated surface 
settlement without resorting to complicated nonlinear effective stress dynamic response analyses. 
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